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はじめに
　成人の主体形成過程は，「成人一般」を対象とする分析からは決して明らかにすることはできない。
彼らは，労働者，農民，漁民，商工業者等として労働一生活する存在であり，まさにそのような社会
的存在として主体形成されていくのである。
　最近の主体形成論は，成人の社会的存在としての性格を基礎づけている労働一生活過程から二つ
の方向で離れていっていると思われる。ひとつは，EH．エリクソンによるアイデンティティ（identity）
形成論である2　これは，他に対して，自己の独自性，自立性を主張する自我形成論であるが，この自
我形成は自然，人間，社会，歴史と個の間との相互性（mutuality）を重要な契機としてなしとげられる
ものである。このような相互性を契機とするアイデンティティ形成論は，個自体が労働者であるのか，
農民であるのかという社会的存在としての属性を捨消することによって成立している。この属性の捨
消こそが，相互性の必然的（法則的）展開とその内容を不鮮明なものにし，同時に，人格発達の総合性
を「自我」という限られた主観的レベルにおしこめてしまうのである。ふたつは，1．イリイチによる
ヴァナキュラー・ジェンダー（vernacular　gender）論である1）これは，商品交換社会（市場経済）が
人間生活の自立・自存の物質的，精神的基盤（subsistence）を破壊し，人間労働を賃労働（男）とシャ
ドウ・ワーク（女）（shadow　work，支払われずに賃労働を補足する労働一例えば家庭内労働）にか
えていくことに人間性喪失の本質をみいだしている。こうして今日間われている人間性回復の論理は、
産業社会の成長を抑制し、生き生きとした共生（conviviality）と自立・自存の社会で活動する相補的な存
在（ヴァナギュラー・ジェンダー）の形成にあるとするものである。このようなイリイチの論理は、現
代の労働（賃労働、家族内労働、共同体内労働）の矛盾に改めて焦点をあて、人間的生活の回復を提示
している点で評価できるものであるが、その内容には問題があるといわざるえない。彼の人間的生活
一人間性回復論は、商品生産や市場経済から労働と生活を切り離すことによってはじめて可能性を
切りひらかれるものである。しかし、商品生産、市場経済、賃労働、「シャドウ・ワーク」それ自体が
どのように人間的なものへの変化、発展させられるかということが重要であり、商品生産、市場経済と
労働と生活を切り離す論理は労働と生活のあるべき姿を提示するいう意味での問題提起になりえても、
現実を変えていく有効な手段とはなりえないのである。
　我々が必要とする主体形成論は，社会的存在として労働一生活する諸個人が現実の社会的諸矛盾
のなかで，労働，生活の主体として，さらには地域，社会の主体としてどのように形成されてくるのか
を明かにするものである。しかし，このような主体形成論は若干を除いて，ほとんど手がつけられてい
ない現状にある。これは，教育学においては「教育固有の論理」が主張され，労働，生活の問題を分析
対象からはずし，他方，経済学などにおいては，労働，生活の分析は行なうが，主体の問題までは射程
に入いらないというなかでひきおこされているのである。
　本稿は，「成人一般」，「教育固有の論理」からではなく，農民という具体的実在をもつ「成人」を対
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象に主体形成論に接近するものであるぎ　この場合，現在，農業経済学，農業経営学等で基本的な論点
となっている「生産力主体」論を，まずもって検討しておく必要がある。本稿の重点課題は，この「生
産力主体」論の検討を中心に構成される。
第1章農業生産力の発展と「生産力主体」論
　「高度経済成長」政策の中で，日本農業は未曾有の解体と再編にさらされてきた。この過程は，機械
化「一貫」体系4）という新しい生産力段階をもたらしたが，同時に離農，兼業農家の激増，農村地域の
危機をつくりだしてきた。
　「生産力主体」論は，日本農業のこのような状態の中で論議されているが，その内容は「生産力主体
析出論（＝担い手析出論）」にとどまり，析出された主体の分析には到っていない。
1．生産または生産力主体，担い手論（＝生産力主体論とする）
　現在提起されている「生産力主体論」は，共通の分析枠をもちえず析出される主体も多様である。そ
れらは，①農業生産をしているものすべてを「生産力主体」とするもの，②社会的需要を満たす範
囲のものを「生産力主体」とし，他は切りすてるもの，③　農業生産力発展の担い手（技術変革の担い
手，農法変革の担い手など）をさすもの，④再生産循還の確立している「産業としての日本農業」の
担い手をさすものなどである。
　このように性格づけられる「生産力主体」の多様性は，析出される主体の多様性をもたらさざるえな
い。ここで析出される主体は，①技術変革，農法変革を担っている特定の個別農民経営，②　階層性に
注目し中農層や貧農半プロ層を位置づけるもの，③　個々の農民経営の発展の限界を指摘し，生産組織
などの集団的経営に注目するもの，さらに，④もはや経営体としての農家や相補関係としての集団に
発展可能性は少なく，やる気のある個々の農民を析出してくるものなどである。
　これらの主体形式論は、今日の日本農業の危機的状況を誰が変革的に脱していくのかという問題、とも
密接に関わり、位置づけられている。ここでは、農民経営にしろ、個々の農民にしろ、技術変革、農法変
革の主体こそが、今日の危機を乗りこえていくのであり、他の農家（兼業農家、やる気のない農民など）
は彼らに土地を貸し，すみやかに農業から手をひくことが重要だと指摘される。しかし，この対極には
産業としての日本農業は解体しているのであり，そこにはどのような主体もみいだすことはできず，労
働者階級との同盟によってはじめて農業の再成は可能だという議論があるのである。そしてこの両極
の間に、生産組織化による危機への対抗、再成論がある。
2．　「生産力主体」論の限界
　これらの「生産力主体論」は，生産力主体形成論からみるといくつかの限界をもつものである。ひと
つは，生産力主体の析出で終っており，その主体自体の分析が十分行なわれていないことである1そし
て，このことの帰結として，ふたつは，農民主体の性格変化を明らかにしえていないのである。
　これらは，戦後改革によって生まれた自作農が，生産手段の分散性と不十分さ（土地の狭小，分散，
機械などの生産手段における過度で不十分な性格など），生産者の孤立性，さらに，科学の累進的応用
や労働の社会化を排除する傾向をもつことなどに注目するあまり，戦後自作農が，人格的自立化と自由
な個性の展開の基礎である農民的土地所有を軸に，このような否定的傾向を自から打ち破っていぐ過
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程を明らかにすることができていないのである。機械化「一貫」体系がただちに農民層分解を促進し、離
農や兼業化を激発するものではないのである。たしかに機械化「一貫」体系の導入過程は、農政の誘導（補
助金政策，価格政策など）によって分解促進的に展開されたことは事実である。しかし，この機械化の
過程で共同的な関係をおしすすめ，組織を民主的に運営することによって発展して来た地域も数多く
あるのである。
　我々が明らかにしなければならないことは，「生産力主体」を探しまわることではなく，広範に存在
する戦後自作農が，農業の機械化，専門化，商業的農業の発展のなかで，自らの否定的傾向（農民的土
地所有の否定面，プチブル性など）を打破し，どのような農民主体として形成されてくるのか，そして
その条件はどのようなものかということでなければならない。
第2章戦後自作農の発展可能性をめぐって分かれる「生産力主体論」の検討
今日の「生産力主体論」は，戦後自作農の発展可能性をめぐってほぼ三つに分けることができる。
1．自作農発展可能論自作農体制崩壊論，農業解体論
1）自作農発展可能論
　これは，戦後自作農になお発展の可能性があるということを基調とするものであるが，このなかにも
個別で前進が可能とするもの，生産組織による補完によって可能とするもの，さらに，集団的自作農体
制を確立することによって可能であるというものに分かれている。
　個別前進可能論は，佐藤正，太田原高昭らによって代表されよう。佐藤は「小農的経営様式が支配的
であり，有畜農業としての輪栽農法の確立を欠落させている段階にあるにもかかわらず，工業の資本主
義の高度な発展に規定されて，農業が機械化段階への移行を形式的にのみ深化させつつあるという
構造をもつことが特徴であり，有畜農業の欠落と機械化の進行が相互に対応する関係にあることが，
もっとも大きな問題である」5）という問題意識から，機械化・化学化・単一経営化に対抗し，自給原理・
科学的農法（生態系的自然循還）・商品生産による小農民的複合経営を提起している。そしてこれを阻
む諸制限にたいして，小農民の協同と闘争，民主的原理にもとづいた真の農協の確立，農民諸組織や地
方自治体の民主化，政府の農政転換，労働者階級を中核とした国民諸階層との連帯をその条件としてい
る。これにたいして太田原は，農民的生産力形成を提起する6）。これは，農民的複合経営によって土地
と労働力の高度な利用をつくりだし，これによって農民経営の自立化（中農化）と人格的自立化を保障
しようとするものである。そしてさらに流通，市場関係にも言及し，農民的商品化構造の形成（主産地
形成と協同組合による販売活動）によってそれらは現実的可能性をもつのであり，その発展方向は，民
主的農協運営を核とした地域的・集団的生産力形成であるとするのである。
　生産組織による補完によって可能であるとするものでは，豊田隆をあげることができる7）。彼は「地
域農業の再建は，有畜複合経営など小農民の主体的な経営実践と，それをお互いに補完しあう相互協
力，つまり集団的生産力形成として展望される」とし，生産組織分析にとりくんでいる。そして「集団
に支えられた現代小農」に今後の発展方向を見いだすのである。彼らは，農業機械利用と土地利用をめ
ぐって集団化＝相互補完組織を成立させ，近代的家族協業と有畜複合経営を特徴とする集団的な自作
小農である。こうして彼らは，「集団的な商品生産者として成熟し，労働力の自立化（低農産物価格と
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低賃金の打破による労賃二時の確立）を志向する，地域農業の再編主体（＝危機を打開する農民層の民
主的組織の拡大）として，みずからを形成していく」ものとして性格づけられるのである。
　集団的自作農体制論は，磯辺俊彦によって提起されている8）。これによれば，自作農の最後の存立を
かけた問題は土地所有（＝零細農耕制）をどのように止揚できるかにかかっているとされる。すなわ
ち，現在の生産力段階をふまえ，零細農耕制の正常な止揚の四三は「個別経営の自立が零細分散の私的
所有に依拠してでなく，一定の集団性に支えられたものとして実現される」，集団的土地利用秩序（＝
集団的自作農体制）の形成を条件とするものなのである。そして，このことによって機械化，化学化
　　単作化，土地利用度の低下から自作農をすくい出し，田畑輪換など新たな農法体系を基礎とする生
産力段階へと発展させることが可能となるというものなのである。
2）自作農体制崩壊論
　1970年代に入いり，自作農体制の変質，崩壊論が提起され，それに変わる生産力主体の析出論が盛ん
に行なわれるようになった。これらは，自作農体制の変質，崩壊では一致しているものの析出される主
体は異っており，個別展開論，生産組織による補完論，生産組織主体論の三つに分かれている。
　個別展開論は，伊藤喜雄9）に代表される。ここで自作農にかわり登場してくるものは，借地によって
企業的経営へと発展していく，「資本型」上層農である。彼は，日本農業の展開過程を技術的課題を基
礎に分析（生産力視点）し，この過程を小農技術体系一中型技術体系　　大型技術体系への発展過程
として整理する。そして，小農技術体系を自作農の枠内のものと位置づける一方，中型トラクター
　　田植機　　自脱型コンバインを代表とする中型技術体系は，戦後自作農の経営規模（耕地面積，家
族労働力など）内には心いりきらず，それを越えていくものとして分析されるのである。こうして中型
技術体系は，規模拡大機能を高め，同時に戦後自作農のもつ三位一体的「所有・経営・労働」の機能を
解体し，借地制農業をつくり出していくというものである。
　生産組織による補完論は，梶井功によって代表される10）。彼は，生産者組織によって補強，補完さ
れる小企業農を新らたな生産力主体として析出する。ここでは，機械化による生産力的発展が指摘され
るだけでなく，労働力の自立化による家父長制的労働力編成の崩壊，基幹労働力（20～50才の男子労働
力）の減少が位置づけられる。そして，一貫した稲作機械化など機械装備は充実するが，家族協業が崩
壊し基幹労働力が一人というワンマンファームになっていく。このような状況を打破し，機械の全作業
行程にわたる体系的利用を実現するためには，ワンマンファーム相互による生産者組織をつくり補強，
補完関係が必要となるというものである。こうして，借地型の小企業農と土地持ち労働者という二極分
解による農業発展が構成されるのである。
　生産組織主体論は，永田恵十郎に代表されるだろう11）。ここでは，個別経営，共同利用組織いずれ
も発展可能性を否定される。個別経営は，高性能機械が要求する組作業をもはや編成しえなくなり，共
同利用組織も結局はオペレーターに矛盾が集中してしまうとしりぞけられている。そして「今日の個別
経営，地域農業は，現在の生産力段階と変動した農業構造に見合った人間相互の結び付きとしての新し
い地域農業システムを必要とし，要求している（土地と水と人，物質循環システム）」と分析し，新し
い生産力主体，新しい組織体として地域営農集団を提起する。この地域営農集団は，技術革新を主体的
にうけとめ，新しい生産力形成を担う農業生産者によって構成され，土地の借入等によりながら地域複
合農業をつくりだそうというものである。そして，ここに登場してくる生産力主体は，もはや農民では
なく，集団的労働によって，労働者の魂を主体化し社会化された近代的意識をもつ変革主体として位置
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づけられている。
3）農業解体論
　戦後自作農の発展可能性論，自作農体制の変質，崩壊による新らたな生産力主体の析出論のいずれを
も否定するものは，農業解体論である。これは，保志拘に代表される12）。農業解体論は，戦後農業問
題の基本矛盾を巨大独占と零細農耕とのあいだの格差＝強蓄積構造と把握し，零細農耕の解体は，上層
に資本主義聖経営を生み出すような古典的両極分解をもたらざす農業の解体へ結果するというもので
ある。そして，ここでは生産構造革命と技術革命＝農法革命が提起される。生産構造革命は，「日本農
業を産業として樹立させ，国民食糧供給を自ら支え，民族的基盤に自立的な再生産構造をうち建て，基
本的に内需基調の循環を確立するということであり，技術革命＝農法革命は，稲作中型機械化体系を技
術的基礎とする米単作型土地利用の改編（乾田農法，有畜田畑輪換など）と，それを保障する全農民的
土地所有（当面の運動形態としては「農民的集団的土地管理」）を内容とするものである。このような
農民的農業革命の中心的担い手は，農村の不安定就業者を含む労働者階級であり，農民層内部において
は農業解体の危機に戦いっている各階層全てが位置づけられていく。
2．諸論の系譜とその問題点
　自作農発展可能論，自作農体制崩壊論，農業解体論が共通してとりあげている課題は，機械化を中心
とする生産力発展，農法転換，家族協業，土地（水）問題である。これらを議論の流れとして位置づけ
ると，最初の問題提起は，機械化を誰が担いうるのか（伊藤喜雄）ということであり，この議論は現在
も主要な論点のひとつとして避けて通ることのできない課題となっている。そして次に性格づけられ
たものは、戦後自作農の労働力基盤である家族協業の崩壊論である（梶井功）。これは、不均質な家
族労働力は均質な労働力を必要とする機械化に対応できないこと，さらに，労働力の自立化（農外就労）
によって家族協業はもはや構成できないとするものであった。こうして、技術的にも労働力的にも発
展可能性を断たれた戦後自作農の変質，崩壊と，その矛盾を克服していく「現代借地農」（伊藤），「小
企業農」（梶井）の発展可能性が提起されたのである13）。
　しかし，借地制農業はそれほど発展せず，現実性を疑問視されるようになる。そして次に課題として
出されてくるものが，零細，小唄片，分散（分散錯聴制）を特徴とする土地（水）問題の克服を中心と
する農法論的接近である。
　こうして，農業生産力構造分析から戦後自作農の発展可能性をめぐって「生産力主体」論は展開され
てくるのであるが，ここにはいくつかの重要な問題点があるといわなければならない。
　第一に，あるべき論（技術的合理性論）としての農法転換論であり，それは現実の矛盾を飛躍的に解
決しようとするあまり，生産力主体を中心とする現実の克服過程を無視することになっている。これ
は，機械化，化学化，単作化（連作化）を農薬づけ，自然の生態系を撹乱する略奪農法と特徴づけ，そ
の克服方向として堆肥等有機質の投入，畜産の結合，輪作体系，田畑輪換など自然の再生産循還を確立
するような農法への転換をもとめるものである。そして，このような農法転換のためには，現在の零細
農耕を打破し集団的土地利用など画期的な規模拡大が必要であるというのである。すなわち，現在あら
われている農業生産力上の矛盾は，機械化などにみられる筋肉系労働手段の発展に対応できない零細
な土地規模との間にあるというのである。
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　たしかに，機械の有効利用，自然の再生産循還を確立する農法の実現は技術的合理性をもち，あるべ
き農業の理想型であろう。また，この議論は現状の批判としての有効性をもっているのである。しか
し，重要なことは，現実の農民経営の具体的な発展過程のなかにこれを位置づけることができるかどう
かである。この点から考えるならば農法転換にいたる前に解決しなければ課題が多く，その解決の発展
過程においてはじめて農法転換の必要性と条件がうまれてくると思われるのである。たとえば，バラバ
ラにされてきた農，林，漁業を再結合した地域的生産力形成（「農林業生産力論」14））を考えたり，単
作経営から多面的生産の可能性を模索したり，さらには，経営の必要に応じた機械の共同所有，共同利
用などを実現するということの方が現実性をもっているのである。あるべき論としての農法転換論は，
現実の矛盾を飛躍的に解決しようとするあまり，農民経営の直面する課題の解決を逆に遅らせてしま
う恐れがある。そしてまた，農法転換の主体もそれを実行できる一部の農民に限定してしまうことに
なるのである。
　第二に，分析されない機械化論は生産力主体の内容を明らかにしえないのである。日本農業の機械
化は他の諸国と比べものにならない程の速さですすみ，現在，機械化「一貫」体系段階を迎えるに至っ
ている。そしてこの機械化は，高度成長期の積極的労働力政策ともあいまって，離農，兼業農家の大量
析出と日本農業のスクラップ＆ビルドの過程を担わされてきた。このように，機械化が激しい農業変動
をともなって展開したことから，農業機械分析は農業変動を説明する理論として注目され，農業機械そ
れ自体に即した技術論的分析はほとんど行なわれてこなかったのである。
　農業機械の技術論的分析は，機械の質的展開過程を法則的に解明するとともに，それにそって労働組
織（分業，協業）の性格変化，さらに，労働主体の形成過程などの分析をすることによって，機械化の
構造と機能を明らかにしていくものである。上述した議論の多くは，このような分析をほとんど行なっ
ておらず，分析される場合も様々な機械を質的に異なるものとして位置づけることなく，全ての機械を
羅列することが多いのである。このことは，機械化を所与の前提として受けどることを可能とするのみ
であり，機械化の発展過程の必然的方向，矛盾の解明を不可能にしている。さらに分析されない機械化
は，それに対応した労働主体の形成過程を視野に入れることができず，「生産力主体」の内容を不十分
なものにしているのである。
　第三に，家族協業崩壊論または不可能にみられる，生産力主体の「変質」問題である。これは，機械
化に対応できない家族協業，労働力の自立化（農外就労）による家族協業の崩壊，さらに，オペレーター
集団（機械操作担当者などの専門家集団）の自立的発展などに着目し，家族協業はもはや生産の主体た
りえないとするものである。そしてここで構想される主体はもはや農民ではなく，企業的性格をもつ経
営主，または，集団的労働によって社会化された近代的意識をもつ労働者である。新しい生産力主体
は，農民の三位一体的性格（資本家，地主，労働者としての性格）の分解によってのみ形成されるとす
る議論は，現実に日本農業を支え，分厚い層を形成している農民経営の存在を，近い将来分解していく
ものと性格づけることによって成立している。たしかに農民経営は減反・転作政策，農産物の輸入，価
格の低迷と変動，生産資材費の高騰などの悪条件のなかで，経営の脆弱化がますます問題となっている
のである。しかし，重要なことは，このような農民経営は，経営の存亡をかけて生産力構造の改革，特
産物の創出，個別経営を基礎に流通，労働の共同化などの努力をつづけ，企業家や労働者としてではな
く農民としての主体形成をしてきていることである。農民としての主体形成を過去のものとして否定
する議論は，農民経営を困難に沸しいている農業政策などの問題を不問にするだけでなく，家族協業の
発展過程と主体形成を見うしなうものであるといえよう。
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第3章　　直接的労働過程分析と農民的労働主体形成の課題
　農民的労働主体形成は，農民の陶冶過程とその性格を，労働過程を中心にして具体的に明らかにする
ものである。ここでの最大の課題は，労働過程分析の方法である。上述した議論においても労働過程分
析をしており，彼らの方法論をまず批判的に検討し，その上で農民的労働主体形成の課題について述べ
ていこう。
1．直接的労働過程分析の性格
　ここで代表的な伊藤，梶井，永田らの直接的労働過程分析を検討しておこう。
　伊藤は，「戦後自作農の諸矛盾をトータルな生産過程においてとらえ，それを内在的に克服する契機
がどのように展開するかを問題とする。春秋を一貫する体系としての技術形成を問題としつつ，そのト
レーガーを取扱うことにしよう」15）と，直接的労働過程分析に多くの比重を与えている。この分析か
ら，技術体系の発展過程を，小農技術体系一→中型技術体系一→大型技術体系として性格づけ，中型技
術体系こそが戦後自作農の所有耕作規模を突破，拡大し，戦後自作農を変質，崩壊へと導びくとされ
る。そして，中型技術体系において，家族労働力（家族協業）は，もはや生産力の重要な要因ではなく
なるのである。なぜなら，家族労働力は手労働を基礎とする小農技術体系の主要因であり，それを克服
する機械化段階として中型技術体系が登場してくるからである。こうして，家族労働力（家族協業）
は，直接的労働過程の主要因ではなくなり，これ自体の性格変化は論理の対象からはずされていくので
ある。
　梶井は，中型機械体系において労働力は機械を操作するもの以外必要でなくなる，労働力の自立化
（農外就労），妻の労働力がつねに協業を構成できる要素とはならないと分析し，家族協業を労働力的
基礎としないワン・マン・ファーム論を展開するのである。そしてワン・マン・ファームの構造的脆弱
性を指摘したうえで，ワン・マン・ファームの部分的結合体として生産者組織なるものを構想していく
のである。ここでも伊藤と同様，家族協業の性格変化は分析対象からはずれていく。
　これにたいして永田らは，農業における労働様式の発展過程を労働の社会化論を分析枠としてとら
えていく。これは，労働様式を家父長制的編成（村落：共同体的編成）一→家族的編成一→地域農民的編
成（社会的編成その1）一→社会的編成（社会的編成その2）へと発展していくと把握するものであ
る。彼らは，現在の農業危機を克服する方向として，中大型機械の装備，複合生産，集団的土地利用を
実現する地域複合農業にみい出し，これを実行する主体として地域営農集団（オペレーター集団）に求
めていく。これこそが家族的編成を克服する社会的編成なのである。
　こうして彼らの直接的労働過程分析は，家族労働力は生産力発展の重要な要因でなくなる，家族協業
の崩壊，家族協業の克服としての集団的労働など，いずれも家族協業の否定的評価を結論とするように
なる。しかし，彼らの直接的労働過程分析は看過することのできない重要な問題点を含んでいる。ひと
つは，機械分析から直接的に家族協業の性格を論じていることである。家族協業は，機械分析をすると
自動的に明らかになるものではなく，家族協業それ自体として分析される必要がある。たとえば，稲作
は育苗，田植え……収穫，乾燥などの異種労働から成り立ち，さらにそれぞれの内部に多様な労働が存
在するのである。田植機の導入においても，苗の運搬など同時に行なう作業があり，ただちに家族協業
が崩壊するものではない。まして，機械が一人で操作可能となるなかで，複数機械の同時稼動などに
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よって家族協業が新しい段階へ発展している例も多くみられるのである。ふたつは，婦人労働の過少評
価の問題である。農業の機械化は，婦人を農業労働から排除するというのが家族協業崩壊論や社会的編
成論の特徴であるが，果してそうなのであろうか。この議論が成立するならば，機械化一→婦人の排除
一→家族協業の崩壊または社会的編成は，あまりにも自明なものとして性格づけることができる。しか
し，機械は農業労働の肉体的，生理的制限にもとつく分業，協業を打破し，あらゆる労働は基礎的な機
械操作の訓練さえ行なわれるなら誰にでもできるものにかえていくと考えるならどうであろうか。こ
の結論は，性差，年令差にもとつく家族協業の基本的な打破と，家族員の平等な労働力編成の実現へ道
をひらくものであるが，家族協業崩壊論や社会的編成論は機械化の積極面，変革性を非常に狭い範囲に
とじこめてしまっているといえよう。
2．農民的労働主体形成の課題
生産力主体論の検討によって，それらが現在の農民の性格変化を明らかにするものとなっていず，こ
れを明らかにしていくためには多くの課題がのこされていることがわかった。しかし，この課題にすべ
て答え，農民的労働主体形成論を展開することは本論の趣旨ではない。ここでは，今後どのようにして
この課題に接近していくかについて述べておこうと思う。
　第一は，現在の農業生産力の技術的基礎を機械化「一貫」体系と機械化の三重構造の展開過程として
とらえること。このようなとらえ方は，農民経営の展開過程が，共同的機械化や地域的機械化に媒介さ
れていることを意味し，これらが農民経営の発展を支えているものか，分解を促進しているものかを明
らかにする必要がある。そしてこの面における農民の主体的関わりの状況をまずもって明らかにする
ことである。
　第二に，農業生産力の一面性，略奪性の克服過程と，戦後自作農の三位一体的性格（資本家，地主，
労働者）における労働する者としての性格の発展過程と条件を明らかにすることである。これは，現在
のモノカルチャー的農業の克服を，農業労働の多面的発展によってなしとげていくような主体形成の
課題である。
　第三に，労働過程分析を家族協業とともに，共同労働，専門労働との相互関係のなかで行ない，労働
過程の質的な性格変化を解明していくことである。
　第四に，機械化の積極的側面である家族労働力の不均質性（性差，年令差）の基礎的な打破と平等な
労働力編成（個別，共同を含む）の実現過程を明らかにすることである。
　第五に，労働主体形成における技能形成過程の解明である。機械化段階に入いり技能形成は，個人的
経験的なものから社会的科学的もの修得をますます必要とするようになっており，同時に経営主だけ
が知っているというものから，家族録すべてが技能修得するようなものへ変わりつつある。
　このような課題を実証的に解明することによって，農民的労働主体形成論は体系化されていくであ
ろう。
おわりに
　成人の発達過程の解明は，教育学，社会学，さらに経済学において緒についたぽかりであり，その方
向性も定まってはいない。これは，これら諸科学のもつ方法論的限界によるものであるが，それを克
服，再構成してという課題は簡単になしとげられるようなものではない。ここでとりあげた農民的労働
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主体形成は，成人一般ではなく農民という社会的属性をもった主体の，労働過程に即した部分的把握を
試みようとするものであるが，このような限定をもうけたとしても，それを解明していくためには多く
を今後の実証にまたなければならないというのが現在の状況である。この意味で本論は，農民的労働主
体形成論を実証的に明らかにしていくための前段階に位置づけられるものである。
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